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熊本市・城南町合併任意協議会協議事項の取り扱いについて

本年2月から7月までの間、6回にわたって「熊本市・城南町合併任意協議会」の会

議の場において委員の皆様と審議した事項につきまして、今後合併協議会（法定協議会）

が設置されました場合には、別紙のとおり取りまとめました調整方針を意見書として捏

出するものとします。

平成20年7月9日

熊本市・城南町合併任意協議会会長　　幸山政
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〔 報 告 〕 
 

（第１号～第４号） 
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報告第１号 
 
 
 
   熊本市・城南町合併協議会規約について 
 
 
 熊本市・城南町合併協議会規約を定めたので、次のとおり報告する。 
 
 
 
 平成２０年１０月３１日 提出 

 
 熊本市・城南町合併協議会会長 幸 山 政 史 
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熊本市・城南町合併協議会規約 

 

（協議会の設置） 

第１条 熊本市及び城南町（以下「両市町」という。）は、地方自治法（昭和２２年法

律第６７号）第２５２条の２第１項及び市町村の合併の特例等に関する法律（平成

１６年法律第５９号。以下「法」という。）第３条第１項の規定に基づき、合併協議

会（以下「協議会」という。）を置く。 

（協議会の名称) 

第２条 協議会は、熊本市・城南町合併協議会と称する。 

（協議会の事務) 

第３条 協議会は、次に掲げる事務を行う。 

(1) 両市町の合併に係る協議に関すること。 

(2) 法第６条の規定に基づく合併市町村基本計画の作成に関すること。 

(3) 前２号に掲げるもののほか、両市町の合併に関し必要な事項 

（事務所） 

第４条 協議会の事務所の所在地は、両市町の長が協議して定める。 

（組織） 

第５条 協議会は、会長及び委員（副会長である委員１人を含む。以下同じ。）をもっ

て組織する。 

（会長) 

第６条 会長は、次条第１項各号に掲げる者のうちから、両市町の長が協議して定め

た者をもって充てる。 

２ 会長は、非常勤とする。 

（委員） 

第７条 委員は、次に掲げる者のうち前条の規定により会長に選任された者以外の者

をもって充てる。 

(1) 両市町の長、熊本市長が指名する熊本市副市長及び城南町副町長（副町長を置

かない場合にあっては、城南町教育長） 

(2) 両市町の議会の議長及び議会が選出する議員 

(3) 両市町の長が協議して定めた学識経験を有する者 
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２ 副会長は、前項の規定により委員となる者のうちから、両市町の長が協議して定

めた者をもって充てる。 

３ 委員は、非常勤とする。 

（会長の職務代理) 

第８条 会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、副会長が会長の職務を代理

する。 

（会議）  

第９条 協議会の会議（以下「会議」という。）は、会長が招集する。 

２ 会議の開催場所及び日時は、会議に付すべき事項とともに、会長があらかじめ委

員に通知しなければならない。 

（会議の運営） 

第１０条 会議は、委員の半数以上が出席しなければ、これを開くことができない。 

２ 会議の議長は、会長をもって充てる。 

３ 会議の議事その他会議の運営に関し必要な事項は、会長が会議に諮って別に定め

る。 

（専門部会） 

第１１条 協議会は、協議事項について調査、審議等を行うため専門部会を置くこと

ができる。 

２ 専門部会の組織、運営その他必要な事項は、会長が別に定める。 

（事務局） 

第１２条 協議会の事務を処理するため、協議会に事務局を置く。 

２ 事務局に関し必要な事項は、会長が別に定める。 

（職員） 

第１３条 協議会の事務に従事する職員は、両市町の長が協議して定めた者をもって

充てる。 

（幹事会） 

第１４条 協議会に付議する事項を協議し、又は調整するため、協議会に幹事会を置

く。 

２ 幹事会の組織、運営その他必要な事項は、会長が別に定める。 

（作業部会） 
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第１５条 第３条各号に掲げる事項について調査し、又は検討するため、協議会に作

業部会を置く。 

２ 作業部会の組織及び運営に関し必要な事項は、会長が別に定める。 

（経費） 

第１６条 協議会に要する経費は、両市町が協議して負担する。 

（監査） 

第１７条 協議会の出納の監査は、両市町の監査委員各１名に委嘱して行う。 

２ 監査委員は、監査の結果を会長に報告しなければならない。 

（財務に関する事項） 

第１８条 協議会の予算の編成、現金の出納その他財務に関し必要な事項は、会長の

属する市町の例により会長が定める。 

（報酬及び費用弁償） 

第１９条 協議会の会長、委員、専門部会員及び監査委員は、報酬及びその職務を行

うために要する費用弁償を受けることができる。 

２ 前項に定める報酬及び費用弁償の額並びにそれらの支給方法等については、会長

が会議に諮って別に定める。 

（協議会解散の場合の措置） 

第２０条 協議会が解散した場合においては、協議会の収支は解散の日をもって打ち

切り、会長であった者がこれを決算する。 

（補則） 

第２１条 この規約に定めるもののほか、協議会に関し必要な事項は、会長が別に定

める。 

 

附 則  

この規約は、告示の日から施行する。 
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報告第２号 
 
 
 
   熊本市・城南町合併協議会規約に関する協議書について 
 
 
 熊本市・城南町合併協議会規約に関する協議書を締結したので、次のとおり

報告する。 
 
 
 
 平成２０年１０月３１日 提出 

 
       熊本市・城南町合併協議会会長 幸 山 政 史 
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熊本市・城南町合併協議会規約に関する協議書

熊本市及び城南町（以下「両市町」という。）は、熊本市・城南町合併協議会規約（以下

「規約」という。）第4条、第6条第1項、第7条第1項第3号及び第2項、第13条並び

に第16条に規定する事項について、次のとおり協議書を締結するものとする。

（事務所の位置）

第1条　規約第4条に規定する熊本市・城南町合併協議会（以下「協議会」という。）の事

務所は、熊本市手取本町1番1号熊本市役所内に置く。

（会長及び副会長）

第2条　規約第6条第1項に規定する会長は、熊本市長とする。

2　規約第7条第2項に規定する副会長は、城南町長とする。

（学識経験を有する者）

第3条　規約第7条第1項第3号に規定する学識経験を有する者は、18人以内とする。

2　前項の学識経験を有する者は、両市町の長がそれぞれ9人以内を選任するものとする。

3　前項の規定により両市町の長が選任する者のうち、それぞれ2人以内を公募により選

任するものとする。

（協議会の事務局員）

第4条　規約第13条に規定する事務局の事務に従事する職員は、両市町の長が、両市町

の職員の中からそれぞれ選任するものとする。

（負担の割合）

第5条　規約第16条に規定する協議会に要する経費に係る両市町の負担割合は、両市町

の全世帯に配布する協議会だよりに係るものについては平成20年7月31日現在にお

ける世帯数割、その他経費については均等割とする。

（規約の施行日）

第6条　規約の施行日は、平成20年10月2日とする。

（内容の変更）

第7条　この協議書に定める内容を変更する場合は、別に変更協議書を取り交わすものと

する。

（定めのない事項等）

第8条　この協議書に定めのない事項又はこの協議書に疑義を生じたときは、両市町の長

が協議して定めるものとする。

（協議書の失効）

第9条　この協議書は、協議会が解散した時にその効力を失う。

この協議の成立を証するため、本書2通を作成し、両市町の長が記名押印の上、それぞ
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れ1通を保管する。

平成20年10月2日

熊本市手取本町1番1号

熊本市

熊本市長　幸　山　政

下益城郡城南町大字宮地1050

城南町

城南町長　八　幡　紀　雄
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報告第３号 
 
 
 
   熊本市・城南町合併協議会に係る諸規程について 
 
 
 熊本市・城南町合併協議会規約第１１条第２項、第１２条第２項、第１４条

第２項、第１５条第２項、第１８条の規定に基づき、次のとおり熊本市・城南

町合併協議会に係る諸規程を制定したので報告する。 
 
  熊本市・城南町合併協議会専門部会設置規程（別紙１） 

熊本市・城南町合併協議会事務局規程   （別紙２） 
熊本市・城南町合併協議会幹事会設置規程 （別紙３） 

  熊本市・城南町合併協議会作業部会設置規程（別紙４） 
  熊本市・城南町合併協議会財務規程    （別紙５） 
 
 
 
 平成２０年１０月３１日 提出 

 
       熊本市・城南町合併協議会会長 幸 山 政 史 
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別紙１ 

熊本市・城南町合併協議会専門部会設置規程 
  
 （趣旨）  
第１条 この規程は、熊本市・城南町合併協議会規約（以下「規約」という。）第１１条第

２項の規定に基づき、熊本市・城南町合併協議会（以下「協議会」という。）の専門部会

（以下「専門部会」という。）に関し必要な事項を定める。 
 （専門部会） 
第２条 専門部会は、次に掲げるとおりとする。 

(1) 議員専門部会 
(2) その他協議会が必要と認めるもの 

 （所掌事務） 
第 3 条 専門部会は、協議会から付託された事項について審議する。 
 （委員）  
第４条 議員専門部会の委員は、熊本市及び城南町の議会がそれぞれ選出する議員をもっ

て充てる。 
２ 専門部会の委員（議員専門部会の委員を除く。）は、必要に応じて協議会の会長（以下

「会長」という。）が協議会の会議に諮って指名する。 
 （組織）  
第５条 専門部会に、部会長及び副部会長を置く。  
２ 部会長及び副部会長は、委員の互選による。  
３ 部会長は、会務を総理し、専門部会の会議（以下「会議」という。）の議長となる。  
４ 副部会長は、部会長を補佐し、部会長に事故があるとき、又は部会長が欠けたときは、

その職務を代理する。 
 （会議） 
第６条 会議は、部会長が必要に応じ開催する。 
２ 会議は、専門部会の委員（以下「委員」という。）の半数以上が出席しなければ、開く

ことができない。 
３ 会議の議事は、出席した委員の過半数をもって決する。可否同数のときは、議長の決

するところによる。 
 （会議への出席等）  
第７条 部会長は、必要があると認めるときは、委員以外の者に対し、会議への出席を求

め、説明、意見の開陳又は必要な資料の提出を求めることができる。 
 （報告） 
第８条 部会長は、専門部会における審議の経過及び結果について、会長に報告しなけれ

ばならない。 
２ 会長は、必要があると認めるときは、部会長に審議の経過の報告を求めることができ
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る。 
（庶務）  

第９条 専門部会の庶務は、規約第１２条に規定する協議会の事務局において処理する。  
（その他）  

第１０条 この規程に定めるもののほか、専門部会の組織及び運営その他必要な事項は、

会長が別に定める。  
  

附 則  
１ この規程は、平成２０年１０月２日から施行する。 
２ この規程の施行後最初に行われる専門部会は、第６条第１項の規定にかかわらず、会

長が開催する。  
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別紙２ 

熊本市・城南町合併協議会事務局規程 
 

 （趣旨） 
第１条 この規程は、熊本市・城南町合併協議会規約第１２条第２項の規定に基づき、熊

本市・城南町合併協議会（以下「協議会」という。）の事務局（以下「事務局」という。）

に関し必要な事項を定めるものとする。 
 （所掌事務） 
第２条 事務局は、次に掲げる事務をつかさどる。 

(1) 協議会の会議に関すること。 
(2) 協議会の協議に係る資料の作成に関すること。 
(3) 合併市町村基本計画に関すること。 
(4) 財政計画に関すること。 
(5) 協議会の庶務に関すること。 
(6) 広報広聴に関すること。 
(7) 前各号に掲げるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項 

 （職員） 
第３条 事務局に事務局長、事務局次長、事務局補佐、事務局主幹、主査、参事及び主事

を置く。 
 （職員の職務） 
第４条 事務局長は、協議会の会長（以下「会長」という。）の命を受け、事務局の事務を

統括し、所属職員を指揮監督する。 
２ 事務局次長は、事務局長を補佐し、事務局長に事故があるとき、又は事務局長が欠け

たときは、その職務を代理する。事務局次長が２人以上置かれている場合にあっては、

あらかじめ事務局長が定めた順序で、その職務を代理する。 
３ 事務局次長は、事務局長の命を受けて所管の事務を掌理し、所属職員を指揮監督する。 
４ 事務局補佐及び事務局主幹並びに主査及び参事は、上司の命を受けて、所掌事務を掌

理し、所属職員を指揮監督する。 
５ 主事は、上司の命を受け、事務局の事務に従事する。 
 （会長の権限） 
第５条 会長が決裁する事項は、次のとおりとする。 

(1) 協議会に付すべき事項に関すること。 
(2) 協議会の予算及び決算の調製に関すること。 
(3) 規程等の制定改廃に関すること。 
(4) 前３号に掲げるもののほか、特に重要な事項に関すること。 

 （専決事項） 
第６条 事務局長は、次に掲げるものを専決することができる。 

(1) 物品の購入その他契約の締結に関すること。 
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(2) 物品及び現金の出納に関すること。 
(3) 事務局の職員の出張命令に関すること。 
(4) 予算の流用及び予備費の充当に関すること。 
(5) 前４号に掲げるもののほか、軽易な事項に関すること。 

２ 事務局次長は、事務局の職員の休暇及び時間外勤務命令に関することについて専決す

ることができる。 
 （代決） 
第７条 会長及び協議会の副会長がともに不在のときは、事務局長がその事務を代決する。 
２ 会長、協議会の副会長及び事務局長のいずれもが不在のときは、あらかじめ事務局長

が定めた事務局次長が、その事務を代決する。 
 （公印の取扱い） 
第８条 協議会の公印は､会長印及び事務局長印とし､名称、形状、寸法及び書体は、別表

のとおりとする。 
２ 協議会の公印の保管は、事務局長が行う。 
 （職員の服務等） 
第９条 職員の服務、勤務条件等については、当該職員が属する団体の職員の例によるも

のとする。ただし、勤務時間の割振り並びに休憩時間及び休息時間については、熊本市

の職員の例によるものとする。 
 （職員の給与等） 
第１０条 職員の給料及び諸手当については、当該職員が属する団体の負担とする。 
２ 職員の旅費については、熊本市の例により、協議会の予算において支給する。 
 （雑則） 
第１１条 この規程に定めるもののほか、事務局の組織及び運営に関し必要な事項は、事

務局長が別に定める。 
 
   附 則 
この規程は、平成２０年１０月２日から施行する。 

  
別表（第８条関係）    

 名称 形状 寸法 書体 

 

熊本市・城南町合併協議

会会長之印 

 

方２４ミリ 

メートル 
かい書 

会 長 之 印 

合 併 協 議 会 

 熊本市・城南町 
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熊本市・城南町合併協議

会事務局長之印 

 

方２１ミリ 

メートル 
かい書 合 併 協 議 会 

事 務 局 長 之 印 

 熊本市・城南町 
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別紙３ 

熊本市・城南町合併協議会幹事会設置規程 
 

 （趣旨） 
第１条 この規程は、熊本市・城南町合併協議会規約（以下「規約」という。）第１４条第

２項の規定に基づき、熊本市・城南町合併協議会（以下「協議会」という。）の幹事会（以

下「幹事会」という。）の組織、運営その他必要な事項に関し定めるものとする。 
 （所掌事務） 
第２条 幹事会は、協議会の会長（以下「会長」という。）の指示を受け、協議会に付すべ

き事項について協議又は調整をする。 
 （組織） 
第３条 幹事会は、別表に掲げる職にある者（以下「幹事」という。）をもって組織する。 
 （幹事長及び副幹事長） 
第４条 幹事会に幹事長及び副幹事長を置く。 
２ 幹事長は、幹事の互選により定めるものとし、副幹事長は、幹事長が選任するものと

する。 
 （幹事長等の職務） 
第５条 幹事長は、幹事会を代表し、会務を総理する。 
２ 副幹事長は、幹事長を補佐し、及び幹事長に事故があるとき、又は幹事長が欠けたと

きは､その職務を代理する。 
 （会議） 
第６条 幹事会の会議（以下「会議」という。) は、幹事長が必要に応じて開催する。 
２ 幹事長は、会議の議長となる。 
 （会議への出席等） 
第７条 幹事長は、必要があると認めるときは、会議の議事に関係がある者に対し、会議

への出席を求め、その説明又は意見を聴くことができる。 
 （作業部会への指示） 
第８条 幹事長は、必要があると認めるときは、協議会の作業部会に対し、規約第３条各

号に掲げる事項について専門的な調査又は検討を行うよう指示することができる。 
 （報告） 
第９条 幹事長は、幹事会の協議等の経過及び結果について、会長に報告するものとする。 
 （庶務） 
第１０条 幹事会の庶務は、規約第１２条第１項に規定する協議会の事務局において処理

する。 
 （雑則） 
第１１条 この規程に定めるもののほか、幹事会の組織及び運営について必要な事項は、

幹事長が別に定める。 
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   附 則 
１ この規程は、平成２０年１０月２日から施行する。 
２ この規程の施行の日以後最初に行われる幹事会は、第６条第１項の規定にかかわらず、

会長が開催する。 
 
別表（第３条関係） 
熊本市・城南町合併協議会幹事会名簿 

自治体名 役職名 

熊本市長が指名する副市長 

総務局長 熊本市 

企画財政局長 

副町長（副町長を置かない場合にあっては、教育長） 

総務課長 城南町 

企画財政課長 
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別紙４ 

熊本市・城南町合併協議会作業部会設置規程 
 

 （趣旨） 
第１条 この規程は、熊本市・城南町合併協議会規約（以下「規約」という。）第１５条第

２項の規定に基づき、熊本市・城南町合併協議会（以下「協議会」という。）の作業部会

（以下「作業部会」という。）の組織及び運営に関し必要な事項を定めるものとする。 
 （所掌事務） 
第２条 作業部会は、協議会の幹事会（以下「幹事会」という。）の指示を受け、規約第３

条各号に掲げる事項について専門的に調査し、又は検討する。 
 （組織） 
第３条 作業部会の名称は、別表のとおりとする。 
２ 作業部会の部会員は、別表に掲げる職にある者をもって充てる。 
 （部会長及び副部会長） 
第４条 作業部会に、部会長及び副部会長を置く。 
２ 部会長は、作業部会の部会員の互選によりこれを定め、副部会長は、部会長が作業部

会の部会員のうちから指名する者をもって充てる。 
 （部会長等の職務） 
第５条 部会長は、作業部会を代表し、会務を総理する。 
２ 副部会長は、部会長を補佐し、部会長に事故があるとき、又は部会長が欠けたときは､

その職務を代理する。 
 （会議） 
第６条 作業部会の会議（以下「会議」という。）は、幹事会の幹事長から要請があったと

き、又は部会長が必要があると認めるときに開催する。 
２ 部会長は、会議の議長となる。 
 （会議への出席等） 
第７条 部会長は、必要があると認めるときは、会議の議事に関係のある者に対し、会議

への出席を求め、説明、意見の開陳又は必要な資料の提出を求めることができる。 
（報告） 

第８条 部会長は、作業部会における調査及び検討の経過及び結果について、幹事会の幹

事長に報告するものとする。 
（庶務） 

第９条 作業部会の庶務は、部会長の属する市町において処理する。 
（雑則） 

第１０条 この規程に定めるもののほか、作業部会の組織及び運営について必要な事項は、

幹事長が別に定める。 
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   附 則 
この規程は、平成２０年１０月２日から施行する。 

 
別表（第３条関係） 

部会員 
作業部会名 

熊本市 城南町 

総務課長 総務課長 

 議会事務局長 

 会計課長 

総務部会 

 企画財政課長 

企画課長 総務課長 

財政課長 企画財政課長 

 税務課長 

企画財政部会 

 産業振興課長 

市民協働推進課長 税務課長 

 町民課長 

 総務課長 

 社会教育課長 

 産業振興課長 

 企画財政課長 

市民生活部会 

 健康福祉課長 

健康福祉政策課長 保険課長 

地域保健福祉課長 健康福祉課長 

 町民課長 

 産業振興課長 

健康福祉部会 

 上下水道課長 

子ども政策課長 健康福祉課長 

 社会教育課長 

子ども未来部会 

 学校教育課長 

環境企画課長 町民課長 

 上下水道課長 

 企画財政課長 

環境保全部会 

 産業振興課長 

経済振興部会 産業政策課長 企画財政課長 
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農業政策課長 産業振興課長 

都市計画課長 都市建設課長 

土木総務課長 上下水道課長 

都市建設部会 

 企画財政課長 

総務企画課長 学校教育課長 教育部会 

 社会教育課長 

水道部会 水道局経営企画課長 上下水道課長 

電算部会 情報政策課長 総務課長 
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別紙５ 

熊本市・城南町合併協議会財務規程 
 

 （趣旨） 
第１条 この規程は、熊本市・城南町合併協議会規約第１８条の規定に基づき、熊本市・

城南町合併協議会（以下「協議会」という。）の予算の編成、現金の出納その他財務に関

し必要な事項を定めるものとする。 
 （歳入歳出予算） 
第２条 協議会の歳入歳出予算（以下「予算」という。）は、熊本市及び城南町の負担金そ

の他の収入をその歳入とし、協議会の事務に要する経費をもって歳出とする。 
２ 協議会の会長（以下「会長」という。）は、毎会計年度予算を調製し、協議会の承認を

得なければならない。 
３ 会長は、前項の規定により承認を得たときは、歳入歳出予算書の写しを熊本市長及び

城南町長に送付しなければならない。 
４ 協議会の会計年度は、地方公共団体の会計年度による。 
 （予算の補正） 
第３条 会長は、協議会の予算について補正が必要であると認めるときは、補正予算を調

製し、協議会の承認を得なければならない。 
２ 前条第３項の規定は、補正予算が協議会の承認を得たときについて準用する。 
 （予算の流用及び予備費の充当） 
第４条 予算の流用及び予備費の充当は、熊本市の例によるものとする。 
 （歳入歳出予算の款、項及び目の区分） 
第５条 歳入予算の款、項及び目の区分は、別表第１のとおりとする。 
２ 歳出予算の款、項及び目の区分は、別表第２のとおりとする。 
３ 会長は、当該年度において臨時かつ特別な理由があるときは、別表第１及び別表第２

に定めるもの以外の項及び目を定めることができる。 
 （出納及び現金の保管） 
第６条 協議会の出納は、会長が行う。 
２ 協議会に属する現金は、銀行その他の金融機関に、これを預けて保管するものとする。 
 （協議会の出納員） 
第７条 会長は、協議会の事務局の職員のうちから協議会の出納員を任命するものとする。 
２ 協議会の出納員は、会長の命を受けて、協議会の出納その他の会計事務を処理する。 
３ 協議会出納員は、次の簿冊を備え、出納の管理を行うものとする。 
 (1) 予算経理簿 
 (2) 前号に掲げるもののほか、必要な簿冊 
 （収入及び支出の手続） 
第８条 協議会の収入及び支出の手続は、熊本市の例によるものとする。 
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 （決算等） 
第９条 会長は、毎会計年度終了後３か月以内に協議会の決算を調製し、監査委員の監査

に付した後、協議会の承認を得なければならない。 
２ 会長は、前項の規定により、決算が協議会の承認を得たときは、決算書の写しを熊本

市長及び城南町長に送付しなければならない。 
 （その他） 
第１０条 この規程に定めるもののほか、協議会の財務に関し必要な事項は、会長が別に

定める。 
 
   附 則 
 （施行期日） 
１ この規程は､平成２０年１０月２日から施行する。 
 （初年度における予算） 
２ 会長は、第２条の規定にかかわらず、この規程の施行の日以後最初に招集される協議

会の会議の開催日までの間において、収入及び事務所開設に係る経費その他事前に執行

すべき事務に係る費用の支出を行うことができる。 
 
別表第１（第５条関係） 

款 項 目

1　負担金 1　負担金 1　市町負担金

2　県支出金 1　県補助金 1　県補助金

3　繰越金 1　繰越金 1　繰越金

4　諸収入 1　預金利子 1　預金利子

2　雑入 1　雑入  
別表第２（第５条関係） 

款 項 目

1　総務費 1　総務管理費 1　会議費

2　事業推進費

3　事務局費

2　予備費 1　予備費 1　予備費
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報告第４号 
 
 
 

熊本市・城南町合併協議会監査委員の選任について 
 
 
 熊本市・城南町合併協議会規約第１７条第１項の規定に基づき、協議会の監

査委員について、下記の者を選任したので報告する。 
 
 

記 
 

市 町 名 役  職 氏  名 
熊 本 市 代 表 監 査 委 員 濱 田 清 水 
城 南 町 代 表 監 査 委 員 大 澤 一 史 

 
 
 
 平成２０年１０月３１日 提出 

 
熊本市・城南町合併協議会会長 幸 山 政 史 
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〔 議 案 〕 
 

（第１号～第６号） 
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議案第１号 
 
 
 
   熊本市・城南町合併協議会の会議運営について 
 
 
 熊本市・城南町合併協議会規約第１０条第３項の規定に基づき、協議会の会

議の運営に関し、次のとおり定めることについて承認を求める。 
 
 
 
 平成２０年１０月３１日 提出 

 
            熊本市・城南町合併協議会会長 幸 山 政 史 
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熊本市・城南町合併協議会会議運営規程 
 

 （趣旨） 
第１条 この規程は、熊本市・城南町合併協議会規約第１０条第３項の規定に基づき、熊

本市・城南町合併協議会（以下「協議会」という。）の会議（以下「会議」という。）の

議事その他会議の運営に関し必要な事項を定めるものとする。 
 （基本方針） 
第２条 会議は、公開とする。 
２ 会長及び委員は、会議の運営に関しては、公平かつ公正な協議の推進に努めなければ

ならない。 
 （議長等の責務） 
第３条 議長は、迅速かつ能率的に会議の議事を進行するよう努めなければならない。 
２ 委員は、会議に積極的に参画し、円滑な議事進行に協力しなければならない。 
 （会議の開閉等） 
第４条 会議の開会及び閉会は、議長が宣告する。 
２ 会議において発言しようとする委員は、議長の許可を得た上で、発言するものとする。 
 （会議の進行） 
第５条 会議の議事は、全会一致をもって進めるものとする。ただし、意見が分かれた場

合において、全会一致が困難であるときは、会議に出席した委員の過半数で決するもの

とする。 
２ 議長は、表決を採ろうとするときは、挙手を求め、その可否の結果を宣告するものと

する。 
 （関係者の出席） 
第６条 議長は、必要があると認めるときは、会議の議事に関係がある者に対し、会議へ

の出席を求め、その意見又は説明を聴くことができる。 
 （規律） 
第７条 何人も、会議中は、みだりに発言し、騒ぎ立てる等会議の妨害となる言動をして

はならない。 
２ 委員等は、会議において、資料、新聞紙、文書等を配布しようとするときは、議長の

許可を得なければならない。 
 （会議録の調製） 
第８条 議長は、次に掲げる事項を記載した会議録を調製するものとする。 

(1) 開催の日時及び場所 
(2) 出席委員等の氏名 
(3) 議題及び議事の要旨 
(4) 前３号に掲げるもののほか、議長が必要と認めた事項 
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２ 会議録は、議長が指名する委員２人が署名しなければならない。 
 （会議録等の公開） 
第９条 会議録及び会議資料は、公開する。 
 （傍聴人） 
第１０条 会議を傍聴することができる者（以下「傍聴人」という。）の定員は、５０人と

する。ただし、会場の都合により、定員を増減することができる。 
 （傍聴の手続） 
第１１条 傍聴人が、会議を傍聴しようとするときは、傍聴人受付簿（様式第１号）に所

定の事項を記入し、傍聴証（様式第２号）の交付を受けなければならない。 
 （傍聴席に入ることができない者） 
第１２条 次の各号のいずれかに該当する者は、傍聴席に入ることができない。 

(1) 人に危害を加え、又は迷惑を及ぼすおそれのあるものを携帯している者 
(2) ビラ、プラカード、旗又はのぼりの類を携帯している者 
(3) 拡声器、メガホンの類又は笛、ラッパ、太鼓その他の楽器の類を携帯している者 
(4) 酒気を帯びていると認められる者 
(5) 前各号に掲げる者のほか、会議を妨害するおそれがあると認められる者 

 （傍聴人の守るべき事項） 
第１３条 傍聴人は、傍聴席において、次の事項を守らなければならない。 

(1) 会議での言論に対して拍手その他の方法により公然と賛否を表現しないこと。 
(2) 私語、談笑その他会議の妨害となるような行為をしないこと。 
(3) はり紙を行い、旗又は垂れ幕の類を掲げる等の示威的行為をしないこと。 
(4) 飲食又は喫煙をしないこと。 
(5) 前各号に掲げるもののほか、会議の秩序を乱し、又は会議の妨害となるような行為

をしないこと。 
 （職員の指示） 
第１４条 傍聴人は、協議会の事務局の職員の指示に従わなければならない。 
 （違反に対する措置） 
第１５条 議長は、傍聴人が前２条の規定に違反したときは、これを制止するとともに、

命令に従わないときは、当該傍聴人を退場させることができる。 
 （雑則） 
第１６条 この規程に定めるもののほか、会議の運営に関し必要な事項は、議長が別に定

める。 
   附 則 
 この規程は、平成２０年１０月３１日から施行する。 
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様式第１号（第１１条関係） 
年  月  日   

第 回 熊本市・城南町合併協議会会議傍聴人受付簿 
 

  

番号 住所 氏名 備考
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様式第２号（第１１条関係） 
          （表） 

 

傍 聴 証 
 
 

第   号 
 

熊本市・城南町合併協議会 

 
          （裏） 

１．会議場に入場の際は、必ず着用してください。

 
２．傍聴終了後は、受付に返却してください。 
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議案第２号 
 
 
 
   熊本市・城南町合併協議会委員等の報酬及び費用弁償について 
 
 
 熊本市・城南町合併協議会規約第１９条第２項の規定に基づき、協議会委員

等の報酬及び費用弁償に関し、次のとおり定めることについて承認を求める。 
 
 
 
 平成２０年１０月３１日 提出 

 
     熊本市・城南町合併協議会会長 幸 山 政 史 
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熊本市・城南町合併協議会の委員等の報酬及び費用弁償に関する規程 
 

 （趣旨） 
第１条 この規程は、熊本市・城南町合併協議会規約第１９条第２項の規定に基づき、熊

本市・城南町合併協議会（以下「協議会」という。）の会長、委員、専門部会員及び監査

委員（以下「委員等」という。）の報酬及び費用弁償の額並びにそれらの支給方法等につ

いて、必要な事項を定めるものとする。 
 （報酬の額） 
第２条 委員等の報酬は、日額１０，０００円とする。ただし、熊本市及び城南町（以下

「両市町」という。）の長、熊本市副市長、城南町副町長（副町長を置かない場合にあっ

ては、城南町教育長）並びに両市町の一般職の職員並びに熊本県の職員については、こ

れを支給しない。 
 （費用弁償の額） 
第３条 委員等が、協議会の職務を行うため旅行する場合（両市町の区域内を旅行する場

合を除く。）は、熊本市職員等の旅費支給に関する条例(昭和３３年条例第２２号)その他

の熊本市の規定により市長が受ける旅費に相当する額を支給する。 
 （支給方法） 
第４条 委員等に支給する報酬及び費用弁償の支給方法については、熊本市の例によるも

のとする。 
（その他） 

第５条 この規程に定めるもののほか、委員等の報酬及び費用弁償の額並びにそれらの支

給方法等について必要な事項は、会長が別に定める。 
 

附 則 
この規程は、平成２０年１０月３１日から施行する。 
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議案第３号 
 
 
 

平成２０年度熊本市・城南町合併協議会の事業計画について 
 
 
平成２０年度熊本市・城南町合併協議会の事業計画を次のとおり定めること

について、承認を求める。 
 

平成２０年度 熊本市・城南町合併協議会事業計画 

項 目 事業計画 

合併協議会 協議会の開催（月 1回程度の開催） 

  ・合併の方式、合併の期日等協議項目の協議 

  ・合併市町村基本計画の策定 

専門部会 専門部会の開催（必要に応じ開催） 

  ・協議会から付託された事項について審議 

幹事会 幹事会の開催（必要に応じ開催） 

  ・協議会提案事項の協議・調整 

作業部会 作業部会の開催（随時開催） 

  ・各種事務事業、合併市町村基本計画を専門的に調査・検討 

広報広聴 ・協議会だよりの発行 

  ・ホームページの開設・管理運営 

 
  

 

平成２０年１０月３１日 提出 

 
     熊本市・城南町合併協議会会長 幸 山 政 史 
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議案第４号 
 
 
 

平成２０年度熊本市・城南町合併協議会の予算について 
 
 
平成２０年度熊本市・城南町合併協議会の予算を次のとおり定めることにつ

いて、承認を求める。 
 
 

 

 

 

平成２０年度 熊本市・城南町合併協議会予算 

 
 平成２０年度熊本市・城南町合併協議会の予算は、次に定めるところによる。 
 
（歳入歳出予算） 
１ 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１７，２５０千円と定める。 
２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「別表 歳入歳出予

算」による。 
 
 
 
 平成２０年１０月３１日 提出 

 
     熊本市・城南町合併協議会会長 幸 山 政 史 
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【別表】　

 歳入歳出予算
(単位：千円)

款 項 金額

1　負担金 17,250

1　負担金 17,250

17,250

(単位：千円)

款 項 金額

1　総務費 17,250

1　総務管理費 17,250

17,250

歳　入　合　計

歳　出　合　計

歳　　　　出

歳　　　　入
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歳入歳出予算事項別明細書

　１．歳入

(単位：千円)

1市町負担金 17,250 0 17,250 1市町負担金 17,250 熊本市城南町合併協議会負担金
　　　　　熊本市　　  11,500
　　　　　城南町　　   5,750

計 17,250 0 17,250 17,250

　２．歳出

(単位：千円)

1 報酬 2,920 協議会委員報酬
専門部会委員報酬

11 需用費 53 食糧費

12 役務費 8 傷害保険料

14 使用料及び
   賃借料

338 協議会会場使用料

11 需用費 4,167 協議会だより印刷経費

12 役務費 1,852 協議会だより配送経費

13 委託料 5,550 新市基本計画策定経費
ホームページ維持管理経費

1 報酬 694 嘱託職員報酬

4 共済費 98 嘱託職員共済費

9 旅費 35 普通旅費

11 需用費 987 消耗品費
コピーカウンター料
公印代

12 役務費 46 通信費
振込手数料

14 使用料及び
   賃借料

502 タクシー代
パソコンリース料

計 17,250 0 17,250 17,250

　(款)　1 総務費　　　　　(項)　1 総務管理費

1 会議費 0

目

目 前年度

節

説　明
区　分 金　額

　(款)　1負担金　　　　　(項)　1負担金

本年度 前年度 比　較

節

説　明
区　分 金　額

2 事業推進費 0

3 事務局費 02,362

本年度

3,319

11,569

2,362

比　較

3,319

11,569
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議案第５号 
 
 
 
   合併協議項目について 
 
 
 熊本市・城南町合併協議会における合併協議項目に関し、次のとおり定める

ことについて承認を求める。 
なお、協議項目は、必要に応じ追加・修正及び削除できるものとする。 

 
 
 
 平成２０年１０月３１日 提出 

 
       熊本市・城南町合併協議会会長 幸 山 政 史 
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項目
協議
番号 協　議　項　目 項目

協議
番号 協　議　項　目

1 合併の方式 14 公共的団体等の取扱い

2 合併の期日 15 補助金・交付金等の取扱い

3 新市の名称 16 総務関係事業について

4 新市の事務所の位置 17 企画財政関係事業について

5 財産及び債務の取扱い 18 市民生活関係事業について

6 議会の議員の定数及び任期の取扱い 19 健康福祉関係事業について

7
農業委員会の委員の定数及び任期の取
扱い

20 子ども未来関係事業について

8 地域自治組織等の取扱い 21 環境保全関係事業について

9 地方税の取扱い 22 経済振興関係事業について

10 一般職の職員の身分の取扱い 23 都市建設関係事業について

11 合併市町村基本計画 24 教育関係事業について

12 一部事務組合等の取扱い 25 水道関係事業について

13 使用料・手数料の取扱い 26 電算関係事業について

熊本市・城南町合併協議会協議項目一覧

そ
の
他
の
項
目

基
本
的
協
議
項
目

特
例
法
に
よ
る
協
議
項
目

そ
の
他
の
項
目

各
種
事
業
項
目
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熊本市・城南町合併協議会 合併協議項目の概要 

 

 

 

◎基本的協議項目 
 

 

１ 合併の方式  

  市町村の合併は、その方式により、「新設（対等）合併」と「編入（吸収）合

併」の２つの方式が、法律上規定されています。そのどちらの方式をとるのかによ

り、法律上の取扱いが違う点がありますので、本協議会では、まず、どちらの方式

を選択するのか協議を行います。 

 

 

２ 合併の期日  

  協議を進める中で、協議・手続・準備期間等や新市発足後の諸日程等を勘案しな

がら、合併の期日の目標を定めるものです。基本的には、本協議会の合併の協議を

踏まえて、両市町議会の廃置分合についての議決後、県知事への申請、総務大臣へ

の協議等の手続きを経て、総務大臣の告示により、合併の期日の効力は定まります。 

 

 

３ 新市の名称  

  新設合併の方式を選択した場合、法律上は、両市町を廃止し新市を発足させるこ

とになりますので、新たに新市の名称を協議して定める必要があります。名称は、

様々な機会に住民生活でも利用されますので、広く意見を求める必要があると思わ

れます。また、編入合併の方式を選択した場合は、通常では編入する市町の名称に

なります。 

 

 

４ 新市の事務所の位置  

  新設合併の方式を選択した場合、法律上は、両市町を廃止し新市を発足させるこ

とになりますので、新たに新市の事務所（本庁）の位置を定める必要があります。

この際には、住民の利用に便利であること、交通の事情や他の官公庁等との関係等

について考慮しながら協議を行います。また、編入合併の方式を選択した場合は、

通常では編入した市町の事務所の位置が新市の事務所の位置となります。 

 

 

５ 財産及び債務の取扱い  

  原則的には、合併前に両市町それぞれで所有していた財産･債務については新市

に引き継ぐこととなりますので、財産や債務等を確認のうえ協議する必要がありま

す。 

  ただし、その財産を新市に引き継ぐことが適当でない特別の事情があると判断さ

れた場合、協議により地方自治法第 294 条に基づく財産区を設置することもできま

す。 
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◎特例法による協議項目 
 

 

６ 議会の議員の定数及び任期の取扱い  

  新設合併を選択した場合、両市町の議会の議員はその身分を失い、新たに選挙を

行うのが原則ですが、合併特例法では自主的な合併を促進するため、激変緩和措置

として、新市の議員の定数や在任に係る特例を定めています。また、編入合併を選

択した場合も、編入される市町の議員はその身分を失うのが原則ですが、合併特例

法では、特例措置の内容は違いますが、やはり、激変緩和措置として、新市の議員

の定数や在任に係る特例を定めています。そこで、いずれの合併方式を選択するの

かを決めた上で、定数の特例または在任の特例を適用するか、適用するとすれば、

そのいずれを適用するか協議を行います。 

 

７ 農業委員会の委員の定数及び任期の取扱い  

  新設合併の方式を選択した場合、両市町の委員は原則としてその身分を失うこと

になりますが、選挙による委員については一定期間に限り、委員定数、任期に関す

る特例措置が認められています。この特例を適用するかどうか協議を行います。 

また、編入合併の方式を選択した場合は、編入される市町の委員は全て失職しま

すが、編入する市町の委員の残任期間に限り、在任特例を設けられますので、この

ことについて協議を行います。 

 

  ８ 地域自治組織等の取扱い  

合併特例法においては、市町村長の諮問に応じて市町の運営に意見を述べる「地

域審議会」や、住民自治の強化等を推進することを目的として地域独自の事務を処

理することもできる「地域自治区」・「合併特例区」の設置ができるとされています。

新市において、これらの制度を活用するか、また、活用するとすれば、そのいずれ

を適用するか協議を行います。 

 

９ 地方税の取扱い  

  現在、両市町それぞれで課税している地方税では、税率が異なっているものがあ

りますので、税率の調整についての協議が必要となります。また、税率が同じもの

でも、現行どおりとするか確認することになります。 

 

１０ 一般職の職員の身分の取扱い  

  合併特例法では、合併の際、現にその職にある一般職の職員が引き続き新市の職

員として、その身分を保有するように措置しなければならないと定められており、

両市町の一般職の職員を新市の職員として引き継ぐ旨の協議を行うことが必要とな

ります。 

 

１１ 合併市町村基本計画  

  合併市町村基本計画は、住民に合併後のまちづくりに関するビジョンを示すマス

タープランとしての役割を果たす重要な計画です。 

  本計画に盛り込む事項としては、合併市町村の円滑な運営の確保及び均衡ある発

展を図るための基本方針並びにこれに特に資する事業、公共的施設の統合整備に関

する事項、財政計画等が想定され、これらの事項について協議を行います。 
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◎その他の項目 
 

１２ 一部事務組合等の取扱い  

 

１３ 使用料・手数料の取扱い 

 

１４ 公共的団体等の取扱い 

 

１５ 補助金・交付金等の取扱い 

 

 ・１６～２６までの再掲項目 

 

 

 

◎各種事業項目 
 

１６ 総務関係事業について  

   ・特別職の身分の取扱い ・条例、規則の取扱い ・事務組織及び機構の取扱い 

・消防防災の取扱い   ・窓口業務の取扱い  ・建設関係事業の取扱い 

   ・選挙管理事務の取扱い ・その他の事業の取扱い 

 

１７ 企画財政関係事業について  

   ・慣行の取扱い     ・広報広聴関係事業の取扱い 

 ・納税関係事業の取扱い ・窓口業務の取扱い ・一部事務組合等の取扱い 

 ・その他の事業の取扱い 

 

１８ 市民生活関係事業について  

   ・町名・字名の取扱い  ・行政連絡機構の取扱い ・交通関係事業の取扱い 

 ・窓口業務の取扱い   ・教育関係事業の取扱い ・その他の事業の取扱い 

 

１９ 健康福祉関係事業について  

   ・国民健康保険事業の取扱い ・介護保険事業の取扱い ・消防防災の取扱い 

   ・保健衛生事業の取扱い   ・各種福祉制度の取扱い ・その他の事業の取扱い 

 

２０ 子ども未来関係事業について  

   ・保健衛生事業の取扱い ・各種福祉制度の取扱い ・教育関係事業の取扱い 

 

２１ 環境保全関係事業について  

   ・清掃事業の取扱い ・環境対策事業の取扱い 

 

２２ 経済振興関係事業について  

   ・農林水産関係事業の取扱い ・商工・観光関係事業の取扱い 

 

２３ 都市建設関係事業について  

   ・交通関係事業の取扱い ・建設関係事業の取扱い ・都市計画の取扱い 

   ・下水道事業の取扱い 
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２４ 教育関係事業について  

   ・教育関係事業の取扱い 

 

２５ 水道関係事業について  

   ・水道関係事業の取扱い 

 

２６ 電算関係事業について  

   ・電算システムの取扱い 
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合併協議項目の調整方針 

 
《基本的な考え方》 
  
 合併協議項目の協議では、熊本市及び城南町が現在実施している各種の事務事業につ

いて、現在の状況を踏まえつつ、新市において当面どのように事務事業を進めていくの

かについて協議が行われるものである。 
  この協議を統一的かつ体系的に行うために、次の基本的な考え方（調整方針）に基づ

き、熊本市・城南町合併任意協議会の協議を尊重して、調整を行うものとする。 
 
 
〇 新市に移行する際、住民生活に支障のないよう一体性の確保に努める。 

    住民票などの各種証明書の発行や各種申請の手続き、その他福祉・保健サービス、 
各種施設の利用など住民生活に係る事項については、住民生活に混乱を来たさない

よう、一体性の確保に努める。 
 
 
〇 住民サービス及び住民福祉向上に努める。 

    各種行政サービスにおいて両市町間で差異がある場合、現行の水準を低下させな

いことを基本として調整に努める。 
 
 
〇 負担公平の原則に立ち、行政格差を生じさせないように努める。 

    地方税や各種使用料及び手数料など住民が直接負担するものについては、その金

額や率について、住民に不公平感を与えないよう調整に努める。 
 
 

〇 新市において健全な財政運営に努める。 
    新市の財源確保に努めるとともに、経常経費、投資的経費のバランスのとれた、

地方分権社会に対応できる健全な財政運営が図られるよう調整に努める。 
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議案第６号 
 
 
 
   議員専門部会への付託事項について 
 
 
 議員専門部会に付託する事項を、次のとおりとすることについて、承認を求

める。 
 
  協議第１号 合併の方式 

協議第２号 合併の期日 
協議第３号 新市の名称 
協議第４号 新市の事務所の位置 
協議第６号 議会の議員の定数及び任期の取扱い 
協議第８号 地域自治組織等の取扱い 
協議第１１号 合併市町村基本計画 

 
 
  

平成２０年１０月３１日 提出 

 
       熊本市・城南町合併協議会会長 幸 山 政 史 
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